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論壇
平
成
２２
年
度
税
制
改
正
で
創

設
さ
れ
た
「
完
全
支
配
関
係
に

あ
る
法
人
間
の
取
引
に
係
る
税

制
」
に
つ
い
て
は
平
成
２３
年
度

改
正
「
整
備
法
」（
注
１
）
に
お

い
て
も
一
部
改
正
さ
れ
て
い
る

が
、
こ
の
１
０
０
％
グ
ル
ー
プ

法
人
税
制
を
個
人
株
主
支
配
の

同
族
会
社
が
適
用
す
る
場
合
の

課
題
や
更
な
る
利
用
上
の
ネ
ッ

ク
を
検
討
し
、
新
税
制
の
リ
ー

ズ
ナ
ブ
ル
な
適
用
関
係
の
改
善

を
提
示
し
た
い
。

グ
ル
ー
プ
法
人
税
制
は
、
基

調
的
に
は
連
結
納
税
を
選
択
し

な
い
「
内
国
法
人
が
そ
の
内
国

法
人
と
の
間
に
完
全
支
配
関
係

が
あ
る
他
の
内
国
法
人
と
の
取

引
等
」
を
前
提
に
構
成
さ
れ
て

い
る
と
い
え
る
。

こ
の
た
め
、
事
業
法
人
の
大

多
数
（
注
２
）
を
占
め
る
「
個

人
が
そ
の
支
配
す
る
法
人
の
発

行
済
株
式
等
保
有
す
る
完
全
支

配
関
係
の
同
族
会
社
」
が
グ
ル

ー
プ
法
人
税
制
適
用
に
お
け
る

課
題
が
生
じ
る
。

Ⅰ
�
個
人
に
よ
る
完
全
支
配
関
係
の
判

定
事
例

：

Ｘ
グ
ル
ー
プ
の
Ａ
社
は
長
男

（
甲
）
が
完
全
支
配
し
、
Ｂ
社

を
次
男
（
乙
）
が
完
全
支
配
し

て
い
る
。

：

Ａ
社
の
長
男
の
配
偶
者
は
Ｙ

グ
ル
ー
プ
の
Ｃ
社
を
完
全
支
配

し
て
い
る
甲
の
配
偶
者
の
兄

（
丙
）
が
完
全
支
配
し
て
い
る

�

甲
を
中
心
に
判
定
し
た
場

合
は
Ａ
社
・
Ｂ
社
及
び
Ｃ
社
は

グ
ル
ー
プ
法
人
に
該
当
（
丙
は

二
親
等
の
姻
族
）

�

乙
を
中
心
に
判
定
し
た
場

合
は
Ａ
社
・
Ｂ
社
の
み
が
グ
ル

ー
プ
法
人
に
該
当
（
丙
は
四
親

等
の
姻
族
）

�

丙
を
中
心
に
判
定
し
た
場

合
は
Ａ
社
及
び
Ｃ
社
の
み
が
グ

ル
ー
プ
法
人
に
該
当
（
乙
は
四

親
等
の
姻
族
）

：

同
族
会
社
の
判
定
に
関
し
て

は
、
株
式
保
有
割
合
の
大
き
い

も
の
か
ら
順
に
株
主
等
を
選
定

し
て
該
当
の
有
無
を
判
定
す
る

（
法
基
通
１
―
３
―
５
）
が
あ

り
、
完
全
支
配
関
係
の
判
定
も

同
様
の
扱
う
よ
う
で
あ
る
が
、

例
示
の
よ
う
に
甲
・
乙
・
丙
と

も
に
１
０
０
％
保
有
で
あ
る
場

合
の
課
題
で
あ
る
。

：

法
人
税
関
連
の
グ
ル
ー
プ
法

人
税
制
の
適
用
関
係
で
資
本
系

統
図
作
成
・
送
付
す
る
場
合
に

課
題
が
生
ず
る
。

Ⅱ
�
グ
ル
ー
プ
内
の
完
全
支
配
関
係
が

あ
る
内
国
法
人
間
の
寄
付
行
為
に

つ
い
て
寄
附
金
・
受
贈
益
は
損
金

不
算
入
・
益
金
不
算
入
の
判
定
の

差
異

：

グ
ル
ー
プ
法
人
税
制
に
お
け

る
寄
附
金
・
受
贈
益
（
法
法
３７

②
２５
の
２
）
の
形
態
は
、
①
現

金
寄
附
の
ほ
か
、
②
低
廉
（
無

償
）
譲
渡
、
③
経
済
的
利
益
の

無
償
の
供
与
（
役
務
の
提
供
）

が
あ
り
②
及
び
③
は
二
取
引
方

式
で
修
正
さ
れ
る
（
注
３
）

：

１
０
０
％
グ
ル
ー
プ
内
国
法

人
間
の
資
産
譲
渡
取
引
・
寄
附

金
の
授
受
に
つ
い
て
は
そ
の
内

国
法
人
の
支
配
関
係
に
よ
り

「
取
扱
い
」
に
差
異
が
生
じ
る

こ
と
に
留
意
す
る
必
要
が
あ

る
。

：

内
国
法
人
間
取
引
に
お
い
て

「
個
人
に
よ
る
完
全
支
配
関
係

が
あ
る
内
国
法
人
間
に
よ
る
寄

附
金
・
受
贈
益
の
グ
ル
ー
プ
法

人
税
制
の
規
定
は
適
用
さ
れ
な

い
（
注
４
）

：

現
金
寄
附
の
事
例
で
は
、
寄

附
法
人
の
寄
附
金
は
損
金
不
算

入
、
受
贈
法
人
は
益
金
不
算
入

と
な
る

：

低
廉
（
無
償
）
譲
渡
の
事
例

で
は
、
二
取
引
方
式
で
修
正
さ

れ
、
原
則
的
に
は
、
譲
渡
資
産

の
時
価
相
当
額
の
未
収
入
金
に

つ
き
寄
附
法
人
は
損
金
不
算

入
、
受
贈
法
人
は
益
金
不
算
入

と
な
る

：

経
済
的
利
益
の
無
償
の
供
与

（
役
務
の
提
供
）
も
二
取
引
方

式
で
修
正
さ
れ
、
原
則
的
に
は

役
務
の
提
供
の
対
価
に
つ
き
寄

附
法
人
は
損
金
不
算
入
、
受
贈

法
人
は
益
金
不
算
入
と
な
る

：

原
則
的
取
扱
い
と
は
「
法
人

に
よ
る
完
全
支
配
関
係
に
あ
る

内
国
法
人
間
の
寄
附
金
・
受
贈

益
」
の
取
扱
い
で
あ
り
、「
個
人

（
注
５
）
に
よ
る
完
全
支
配
関

係
に
あ
る
内
国
法
人
間
の
寄
附

金
・
受
贈
益
」
の
取
扱
い
は
次

の
よ
う
に
な
る

「
個
人
に
よ
る
完
全
支
配
関
係

に
あ
る
内
国
法
人
間
の
寄
附
金

の
額
は
「
損
金
算
入
限
度
額
と

さ
れ
、
受
贈
益
の
額
は
全
額
益

金
算
入
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る

（
注
６
）
」

：

こ
の
た
め
、
同
族
会
社
グ
ル

ー
プ
の
よ
う
に
「
個
人
に
よ
る

完
全
支
配
関
係
に
あ
る
内
国
法

人
間
」
の
資
産
譲
渡
等
や
役
務

の
提
供
に
お
い
て
は
、「
い
わ
ゆ

る
時
価
判
定
や
事
実
認
定
」
の

問
題
で
課
税
庁
と
の
判
定
の
差

異
が
懸
念
さ
れ
る
。

Ⅲ
�
同
族
会
社
の
事
業
承
継
・
納
税
猶

予
の
課
題

�

整
備
法
制
定
に
よ
る
相
続

税
の
改
正
に
よ
る
特
別
関
係
会

社
の
範
囲
の
縮
小

：

非
上
場
株
式
等
に
係
る
相
続

税
・
贈
与
税
の
納
税
猶
予
制
度

に
つ
い
て
、
風
俗
営
業
会
社
等

に
該
当
し
て
は
な
ら
な
い
こ
と

と
さ
れ
る
特
別
関
係
会
社
の
範

囲
（
注
７
）
を
特
別
関
係
会
社

の
う
ち
認
定
会
社
と
密
接
な
関

係
を
有
す
る
一
定
の
者
に
よ
り

そ
の
株
式
等
の
過
半
数
を
保
有

さ
れ
る
会
社
と
す
る
こ
と
と
す

る
（
整
備
法
改
正
事
項
、
措
法

７０
の
７
、
７０
の
７
の
２
、
７０
の

７
の
４
）

：
相
続
税
の
納
税
猶
予
の
対
象

と
な
る
特
別
関
係
会
社
の
範
囲

は
、
中
小
企
業
者
に
該
当
し
な

い
大
会
社
等
の
要
件
が
あ
り
、

そ
の
チ
ェ
ッ
ク
で
後
継
者
の

「
親
族
」
ま
で
の
株
式
保
有
状

況
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
り
、

い
わ
ゆ
る
グ
ル
ー
プ
法
人
税
制

の
対
象
と
な
る
親
族
等
関
連
会

社
を
全
て
チ
ェ
ッ
ク
す
る
必
要

が
あ
る
が
相
続
税
関
連
措
置
法

の
改
正
に
よ
り
「
生
計
一
で
な

い
親
族
の
経
営
会
社
」
は
対
象

外
と
さ
れ
た
。

：

こ
の
よ
う
な
「
生
計
一
範
囲

と
い
う
改
正
事
項
」
は
法
人
税

制
も
同
調
す
る
必
要
（
注
８
）

が
あ
り
、
グ
ル
ー
プ
法
人
税
制

の
運
用
が
リ
ー
ズ
ナ
ブ
ル
に
な

る
と
い
え
る
。

�

事
業
承
継
・
納
税
猶
予
に

お
け
る
「
債
務
承
継
に
よ
る
納

税
猶
予
額
の
減
少
」

：

経
営
承
継
人
等
の
納
税
が
猶

予
さ
れ
る
相
続
税
額
等
の
計
算

プ
ロ
セ
ス
の
抜
粋
は
次
の
よ
う

に
規
定
さ
れ
て
い
る
（
措
法
７０

の
７
の
２
②
五
、
措
令
４０
の
８

の
２
⑫
、
⑬
、
⑭
）

「
経
営
承
継
相
続
人
以
外
の
相

続
人
の
取
得
財
産
は
不
変
と
し

た
う
え
で
、
当
該
経
営
承
継
相

続
人
等
が
相
続
等
に
よ
り
取
得

し
た
特
例
非
上
場
株
式
等
の
価

額
（
相
法
１３
の
債
務
控
除
額
が

あ
る
場
合
に
は
、
当
該
経
営
承

継
相
続
人
等
の
負
担
に
属
す
る

部
分
の
金
額
を
控
除
し
た
残

額
。
以
下
「
特
定
価
額
」
と
い

う
。
）
を
当
該
経
営
承
継
相
続

人
等
に
係
る
相
続
税
の
課
税
価

格
と
み
な
し
て
、
経
営
承
継
相

続
人
の
相
続
税
額
を
算
出
す

る
。
」

：

経
営
承
継
相
続
人
が
債
務
を

承
継
す
る
こ
と
に
よ
り
「
猶
予

税
額
」
が
減
少
し
て
事
業
承
継

の
税
務
効
果
が
極
減
す
る
こ
と

に
な
る

：

グ
ル
ー
プ
法
人
の
納
税
猶
予

認
定
対
象
会
社
の
オ
ー
ナ
ー
で

あ
る
先
代
経
営
者
は
グ
ル
ー
プ

事
業
拡
充
な
ど
に
よ
り
相
当
額

の
債
務
が
あ
り
、
そ
の
対
応
資

産
と
し
て
「
相
当
額
グ
ル
ー
プ

法
人
株
式
を
保
有
し
て
い
る
」

事
例
が
多
い
と
い
え
る
た
め

「
猶
予
さ
れ
る
相
続
税
額
等
の

計
算
プ
ロ
セ
ス
の
債
務
控
除
」

は
事
業
承
継
税
制
の
障
害
と
な

っ
て
い
る
と
い
え
る
。

（
注
１
）

平

成
２３
年

度

改

正
「
整

備
法
」＝

平
成
２３
年
度
税
制
改

正
法
案
に
つ
い
て
、
平
成
２３
年

６
月
８
日
、
与
野
党
３
党
に
よ
る

協
議
が
合
意
さ
れ
上
程
さ
れ
て

い
た
税
制
改
正
法
案
は
「
平
成

２３
年
度
税

制

と

な

る

整

備

法

案
」
と
「
今
後
の
税
制
と
な
る

構
築
法
案
」
に
区
分
さ
れ
、「
整

備
法
案
」
が
平
成
２３
年
度
改
正

税
制
と
し
て
公
布
施
行
さ
れ

た
。

（
注
２
）

上

場

会

社

約
３
９
０
０

社
、
金
商
法
開
示
企
業
約
１
０

０
０
社
、
会
社
法
大
会
社
約
１

万
社
、
以
外
の
株
式
会
社
約
２

６
０
万
社

（
注
３
）：

二
取
引
方
式
の
無
償

譲
渡
の
事
例
は

①
未
収
入
金
１
０
０
／
簿
価
７０
・

受
贈
益
３０
と
譲
渡
損
益
調
整
勘

定
繰
入
額
３０
／
譲
渡
損
益
調
整

勘
定
３０

②
寄
附
金
１
０
０
／
未
収
金
１
０

０
と
仕
訳
さ
れ
る

：

二
取
引
方
式
の
無
償
役
務
提
供

の
事
例
は
①
未
収
金
１
０
０
／

役
務
提
供
１
０
０

②
寄
附
金

１
０
０
／
未
収
金
１
０
０
と
仕
訳

さ
れ
る

（
注
４
）

個
人
支
配
関
係
の
寄
附

金
・
受
贈
益
は
グ
ル
ー
プ
法
人

課
税
適
用
対
象
外
と
の
取
扱
い

は
国
税
庁
質
疑
応
答
事
例
（
平

成
２２
年
８
月
１０
日：

問
５
参
考

図
�
・
�
）
に
よ
る

（
注
５
）

個
人
及
び
そ
の
個
人
と

法
令
４
①
に
規
定
す
る
特
殊
の

関
係
の
あ
る
個
人
を
い
う
（
法

令
４
の
２
②
）

（
注
６
）

通
常
の
単
体
法
人
課
税

に
よ
る
寄
附
金
・
受
贈
益
課
税

が
生
じ
る
（
国
税
庁
質
疑
応
答

事
例
、
平
成
２２
年
８
月
１０
日

問

５
参
考
図
�
・
�
）

（
注
７
）

特
別
関
係
会
社
の
範
囲

に
つ
い
て
「
生
計
を
一
に
し
な

い
親
族
等
が
株
式
等
を
直
接
又

は
間
接
に
保
有
す
る
場
合
を
除

外
す
る
」
と
し
て
納
税
猶
予
の

適
用
を
受
け
る
範
囲
に
つ
い
て

不
明
確
な
親
族
ま
で
判
定
さ
れ

る
危
惧
を
解
消
す
る
改
正
が
行

わ
れ
た
（
論
壇：

平
成
２３
年
８

月
号
玉
越
賢
治
税
理
士
の
記
述

を
参
考
と
さ
れ
た
い
）

（
注
８
）

法
人
税
法
に
お
け
る
同

族
会
社
・
同
族
株
主
等
の
判
定

に
お
け
る
「
親
族
の
範
囲
」
に

つ
い
て
「
生
計
を
一
に
し
な
い

親
族
等
」
を
明
確
に
除
外
す
る

規
定
を
導
入
す
る
こ
と
を
検
討

す
る
必
要
が
あ
る

グ
ル
ー
プ
法
人
税
制
等
に
お
け
る
同
族
会
社
の
適
用
事
例
の
検
討

平川忠雄
【上野】
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